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○亀山市生ごみ処理容器購入費補助金交付要綱 

平成１７年１月１１日 

告示第４４号 

（目的） 

第１条 この告示は、市内の各家庭から排出される生ごみの減量化及びたい肥

としての資源化を積極的に推進するため、生ごみ処理容器（以下「容器」と

いう。）の購入者に対し補助金を交付することにより、生活環境の保全と公

衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

（補助金の名称） 

第２条 この告示により交付する補助金は、亀山市生ごみ処理容器購入費補助

金（以下「補助金」という。）という。 

（補助金の交付対象） 

第３条 この告示により補助対象となる容器は、生ごみを堆肥化させ、又は減

量化させる機能を有し、かつ、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１）密封した状態で、発酵菌の作用を利用する構造のもの 

（２）底部がなく、水分を地中に浸透させる構造のもの 

（３）ハンドル又はペダル操作で容器全体を回転させ、又は容器内部をかく

はんさせることにより、発酵分解作用が促進される構造のもの 

（４）電力を用いて容器内部をかくはんさせ、若しくは加温送風することに

より、発酵分解作用が促進され、又は乾燥による減量化が促進される構造

のもの 

（５）前各号に定めるもののほか、市長が適当と認めたもの 

２ 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号いずれにも該当するも

のとする。 

（１）市内に住所を有する者で、容器を購入し、当該容器を市内に設置した

もの 

（２）周辺住民に悪臭等の迷惑がかからないよう維持管理の徹底を行い、た
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い肥の活用を図ることができる者 

３ 市長は、前項の規定にかかわらず、市町村税又は次の各号のいずれかの市

の歳入を滞納している者を補助金の交付対象者としないことができる。 

（１）亀山市立保育所利用者負担額等の徴収に関する条例（平成２７年亀山

市条例第１号）及び亀山市認定こども園条例（平成２７年亀山市条例第３

０号）に規定する利用者負担額等 

（２）亀山市農業集落排水処理施設条例（平成１７年亀山市条例第１２４号）

に規定する使用料 

（３）亀山市営住宅条例（平成１７年亀山市条例第１３５号）に規定する家

賃 

（４）亀山市公共下水道条例（平成１７年亀山市条例第１３１号）に規定す

る使用料 

（５）亀山市公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成１８年亀山市条

例第３４号）に規定する負担金等 

（６）亀山市立幼稚園利用者負担額の徴収に関する条例（平成２７年亀山市

条例第２号）に規定する利用者負担額 

（平１８告示１１８・平２７告示７９・平２８告示８７・一部改正） 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、１基につき容器購入費の２分の１に相当する額とし、

２５，０００円を限度とする。 

２ 前項の規定により補助金の額を計算する場合において、その額に１００円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

（補助金の交付請求） 

第５条 補助金の交付を請求しようとする者（以下「請求者」という。）は、

生ごみ処理容器購入費補助金交付請求書（別記様式）に領収書その他市長が

必要と認めた書類を添えて、容器を購入した日から起算して９０日以内に市

長に提出しなければならない。 
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（補助金の交付） 

第６条 市長は、前条の請求書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と

認めたときは、当該請求者が指定する口座に補助金を振り込むものとする。 

（補助金の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正な手段によりこの要綱による補助金の交付を

受けた者があるときは、その者から当該交付した補助金の額の全部又は一部

を返還させることができる。 

（委任） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１７年１月１１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の亀山市生ごみ処理容器購入費

補助金交付要綱（平成５年亀山市要綱第３０号）又は関町生ごみ処理容器設

置事業補助金交付要綱（平成５年関町要綱第８号）の規定によりなされた手

続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりなされたものとみな

す。 

（失効） 

３ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

（令５告示１７６・追加） 

附 則（平成１８年９月２９日告示第１１８号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日告示第７９号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３０日告示第８７号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 
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附 則（令和５年１１月１３日告示第１７６号） 

の告示は、公表の日から施行する。 

４ 
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様式 略 

 


